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音更町事業承継支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、町内の中小企業者の円滑な事業承継を図ることにより本町経済を発展

し、及び活性化するため、音更町事業承継支援事業補助金（以下「補助金」という。）の交

付に関し、音更町補助金等交付規則（平成１８年規則第１２号。以下「規則」という。）に

定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

（１） 中小企業者等 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項各号に規 

定する中小企業者又は同条第５項に規定する小規模企業者をいう。 

（２）支援機関 音更町商工会をいう。 

（３）Ｍ＆Ａ 企業の既存経営資源を活用することを目的に企業又は事業の経営権を移転す

る取引をいう。ただし、資本、資産等の取引を伴わない業務提携等は除く。 

（４）専門事業者 税理士事務所、会計事務所、法律事務所、コンサルティング会社、Ｍ＆

Ａ仲介業者等、事業承継又はＭ＆Ａに関するコンサルティング、マッチング支援等を業

務として行う事業者をいう。 

 （実施主体） 

第３条 補助金を交付する事業の実施主体は、町とする。ただし、町長は、支援機関にその 

事務の一部を行わせることができる。 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、第７条第１項の

申請を行う年度の末日までに完了する事業とし、当該事業に係る事業内容、対象経費は、

次に掲げるものとする。 

（１）初期診断に係る経費 

（２）課題分析又はコンサルティングに係る経費 

（３）税制申請に係る経費 

（４）株価等の企業価値の算定に係る経費 

（５）事業承継計画の作成に係る経費 

（６）仲介又はマッチングの登録に係る経費 

（７）仲介の委託契約等に係る経費 

（８）その他補助対象と認められる事業に係る経費 

２ 次に掲げる経費は、補助対象外とする。 

（１）消費税額及び地方消費税額 

（２）金融機関等への振込手数料 

（３）専門事業者に対する顧問料 

（４）成功報酬 

（５）役員報酬 
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（補助金額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費の２分の１以内の金額（この額に１,０００円未満の端

数が生じるときは、これを切り捨てた額とする。)とし、５０万円を限度とする。 

（補助対象事業者） 

第６条 補助金の交付の対象となる事業者（以下「補助対象事業者」という。）は、町内で 

事業を営む中小企業者等のうち町内に登記上の本店を有する法人であって、事業承継を行

おうとするものとする。ただし、次の各号のいずれにも該当しないものとする。 

（１）農林業者 

（２）政治、経済若しくは宗教上の組織又は団体 

（３）国又は本町以外の地方公共団体等において、補助対象事業と同種の補助を受けている

もの 

（４）市町村税を滞納している法人（町税等の滞納者に対する行政サービスの制限に関する

要綱（平成２１年４月１日制定）第３条に該当する者その他町長が特に認める者を除く。） 

（５）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第

２条１項に規定する風俗営業又は同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業を行う者 

（６）次のいずれかに該当する者 

  ア 役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員をいう。以下

同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。

以下「法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）

であると認められる者  

  イ 暴力団（法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営

に実質的に関与していると認められる者  

ウ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員の利用等をしたと認められる者  

  エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、便宜を供与する等直接的

又は積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与していると認められる者  

オ  役 員 等 が 、 暴 力 団 又 は 暴 力 団 員 と 社 会 的 に 非 難 さ れ る べ き 関 係 を 有 し てい     

ると認められる者 

（７）その他町長が補助金を交付することが不適当と認める者 

（交付の申請） 

第７条 補助金の交付を申請しようとする者は、規則第６条第１項の補助金等交付申請書に

次に掲げる書類を添えて支援機関に提出しなければならない。 

（１）事業計画書（別記第１号様式。以下「計画書」という。） 

（２）誓約書兼同意書（別記第２号様式） 

（３）補助対象経費に係る見積書などの写し 

（４）履歴事項全部証明書（発行から３か月以内のものに限る。）又は税務署受付印のある直

近の確定申告書（別表１、別表２、別表４）の写し 

（５）その他町長が必要と認める書類 

 （交付の決定等） 
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第８条 支援機関は、前条に規定する申請がなされた場合であって、当該申請書類に不備が

あるときは補正し、不備がないと認めたときは速やかに町に提出するものとする。  

２ 町長は、支援機関から前項の申請書類を受理したときは、当該内容を審査し、予算の範

囲内において補助金の交付の可否を決定し通知するものとする。  

３ 町長は、補助金の交付に関し交付申請者が納付状況等を税務当局に調査依頼することに

同意があったときは、公簿等の必要な書類を閲覧し、その内容を記録する等、必要な調査

を行うことができる。  

 （実績報告） 

第９条 補助対象事業者は、規則第１５条第１項の補助事業等実績報告書に次に掲げる書類

を添えて支援機関に提出しなければならない。 

（１）補助事業実施報告書（別記第３号様式） 

（２）補助対象事業に係る契約書等の写し 

（３）補助対象経費に係る領収書等の写し 

（４）その他町長が必要と認める書類  

（補助金の額の確定）  

第１０条 支援機関は、前条の実績報告書を受理した場合であって、当該報告書に不備があ

るときは補正し、不備がないと認めたときは速やかに町に提出するものとする。  

２ 町長は、支援機関から前項の書類を受理した場合は、その内容を審査し、及び必要に応

じて現地調査を実施し、交付すべきと認めたときは補助金の額を確定し、補助対象事業者

に通知し、交付すべきでないと認めたときはその旨を補助対象事業者に通知するものとす

る。  

（補助金の交付）  

第１１条 町長は、補助金の額の確定後に補助対象事業者に補助金を交付する。  

２ 町長は、前項の規定にかかわらず事業執行のために必要があると認めたときは、概

算払いをすることができる。ただし、概算払いについては補助対象経費の４分の１以内

で２５万円を限度とする。  

３ 概算払いを申請しようとする者は、規則第１８条第１項の補助金等概算払申請書を

支援機関に提出しなければならない。  

（取組状況報告）  

第１２条 補助対象事業者は、事業の承継が補助金の交付の申請を行った年度内に完了

しない場合は、補助対象事業を完了した日の属する年度以後の３年間（以下「報告期

間」という。）、各年度の事業承継に係る取組状況について、翌年度の４月２０日まで

に事業承継取組状況報告書（別記第４号様式）により支援機関に報告しなければなら

ない。ただし、町長が必要と認めたときは、当該報告書の報告期間の経過後も当該報

告書の提出を求めることができる。  

２ 支援機関は、前項の報告書類を受理したときは、速やかに町に提出するものとする。  

（決定の取消し等）  

第１３条 町長は、補助対象事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めた場合にお

いて、補助金を交付していないときは補助金の交付決定の全部又は一部を取り消し、
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補助金を既に交付しているときはその全部又は一部の返還を命ずることができる。  

（１）補助対象事業を中止したとき。  

（２）補助金の交付決定内容及びこれに付した条件に違反したとき。  

（３）その他の不正の行為があったとき。  

 （調査権の留保） 

第１４条 町長は、必要があると認めたときは、補助金の使途及び補助金交付後の事業の進

捗状況について調査を行うことができる。 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか補助金の交付に関し必要な事項は、町長が別に定め

る。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年４月２３日から施行する。 

 

 


